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商号の変更および定款の一部変更に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 21 年 12 月 14 日開催の取締役会において、以下のとおり、商号の変更および定

款の一部変更について、平成 22 年１月 28 日開催予定の第 27 期定時株主総会に付議することを

決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 
１．定款変更の目的 

(1) 商号変更 

当社とカテナ株式会社との合併（以下「本件合併」という。）契約承認の件が原案どおり

承認可決され、かつ、本件合併の効力が発生することを条件として、本件合併の効力発

生日（平成 22 年４月１日を予定）をもって、現行定款第１条の商号を「シスプロカテナ

株式会社（英文表記：SysproCatena Corporation）」に変更するものであります。また、

本変更は本件合併の効力発生日に効力を発生するよう附則第１条にその旨の規定を設け

るものであります。 

(2) 目的の変更 

現行定款第２条に掲げる当社の事業目的にカテナ株式会社の事業目的を追加するととも

に目的事項を整理・統合するものであります。また、本変更は本件合併の効力発生日に

効力を発生するよう附則第１条にその旨の規定を設けるものであります。 

(3) 決算期（事業年度の末日）の変更 

当社の事業年度は、毎年 11 月１日から翌年 10 月 31 日までとしておりますが、主要取引

先との決算期の合致および各種情報管理の有効活用により、経営計画の策定・推進など一

層の効率化を図るとともに、同業他社との業績比較の利便性向上を図り、同時に会計基準

や税制等の改正に速やかに対応するため、これを毎年４月１日から翌年３月 31 日までに

変更したいと存じます。これに伴い、現行定款第 10 条（株主総会の招集）、第 11 条（定

時株主総会の基準日）、第 35 条（事業年度）、第 36条（剰余金の配当の基準日）および第

37 条（中間配当）に所要の変更を行うものであります。また、事業年度の変更に伴う経

過措置として附則第２条にその旨の規定を設けるものであります。 

(4) その他、条文の形式的な整備を行うものであります。 

 
２．定款変更の内容 

変更の内容は別紙のとおりであります。 
 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催日 平成 22 年１月 28 日（予定） 

定款変更の効力発生日 

商号変更、目的の変更：平成 22 年４月１日（予定） 

決算期（事業年度の末日）の変更、その他の変更：平成 22 年１月 28 日（予定）



【別紙】 
（下線部は変更部分を示しております。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章 総則 

（商号） 

第１条 当会社は、株式会社システムプロと称し、

英文では、ＳｙｓｔｅｍＰｒｏ Ｃｏ．，Ｌｔｄ.

と表示する。 
 

（目  的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。 

（１）コンピュータおよび関連機器商品（ソフト

ウェア）の開発、販売 

（２）コンピュータ技術者および技能者の要員派

遣 

（３）コンピュータ利用に関するコンサルタント

 

（４）コンピュータハードの情報分析および分析

情報の販売 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（５）上記に付帯する一切の業務 
 
第３条 

 ～       （条文省略） 

第９条 
 

第３章 株主総会 

（株主総会の招集） 

第10条 当会社の定時株主総会は、毎年１月にこ

れを招集し、臨時株主総会は、必要あるときに

随時これを招集する。 
 
（定時株主総会の基準日） 

第11条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日

は、毎年10月31日とする。 
 
第12条     （条文省略） 
 
（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供） 

第13条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類および連結

計算書類に記載または表示すべき事項に係る情

報を、法務省令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示することにより、

株主（実質株主を含む。以下同じ。）に対して提

供したものとみなすことができる。 

第１章 総則 

（商号） 

第１条 当会社は、シスプロカテナ株式会社と称

し、英文では、ＳｙｓｐｒｏＣａｔｅｎａ Ｃｏ

ｒｐｏｒａｔｉｏｎと表示する。 
 
（目  的） 

第２条     （現行どおり） 

 

（１）コンピュータ・システムの開発、製造およ

び販売 

（２）コンピュータ・システムの運用、保守およ

びユーザーサポート 

（３）コンピュータ・システムの構築、導入およ

び利用に関する教育・訓練 

（４）データエントリーサービス 

 

（５）情報処理サービス業、情報提供サービス業

および情報通信サービス業 

（６）コンピュータおよび関連機器（ハードウェ

ア、ソフトウェア）の販売、賃貸、使用許諾お

よび保守 

（７）一般労働者派遣事業 

（８）有料職業紹介事業 

（９）古物の仕入および販売 

（10）上記に付帯する一切の業務 
 
第３条 

 ～       （現行どおり） 

第９条 
 

第３章 株主総会 

（株主総会の招集） 

第10条 当会社の定時株主総会は、毎年６月にこ

れを招集し、臨時株主総会は、必要あるときに

随時これを招集する。 
 
（定時株主総会の基準日） 

第11条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日

は、毎年３月31日とする。 
 
第12条     （現行どおり） 
 
（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供） 

第13条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類および連結

計算書類に記載または表示すべき事項に係る情

報を、法務省令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示することにより、

株主に対して提供したものとみなすことができ

る。 



現 行 定 款 変 更 案 

第14条 

 ～       （条文省略） 

第34条 
 

第６章 計算 

（事業年度） 

第35条 当会社の事業年度は、毎年11月１日から

翌年10月31日までの１年とする。 
 
（剰余金の配当の基準日） 

第36条 当会社の期末配当の基準日は、毎年10月

31日とする。 
 
（中間配当） 

第37条 当会社は、取締役会の決議によって、毎

年４月30日を基準日として中間配当をすること

ができる。 
 
第38条     （条文省略） 
 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 
 

第14条 

 ～       （現行どおり） 

第34条 
 

第６章 計算 

（事業年度） 

第35条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から

翌年３月31日までの１年とする。 
 
（剰余金の配当の基準日） 

第36条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月

31日とする。 
 
（中間配当） 

第37条 当会社は、取締役会の決議によって、毎

年９月30日を基準日として中間配当をすること

ができる。 
 
第38条      （現行どおり） 
 
附則 

第１条 第１条（商号）および第２条（目的）の

変更は、当会社とカテナ株式会社との合併の効

力発生を条件として当該合併の効力発生日（平

成22年４月１日を予定）に効力を発生する。な

お、本条は、当該効力発生日をもって、これを

削除する。 

第２条 第35条（事業年度）の規定にかかわらず、

当会社の第28期事業年度は、平成21年11月１日

から平成22年３月31日までの５ヶ月間とする。

なお、本条は、第28期事業年度経過後、これを

削除する。 

以上 


